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第 1表 少年，成人別刑法5殴正人員の推移 I 〈全国〉 昭和29年-38年
少 年 成 人 全刑法犯に対す
年 度| ーー 一ー一ー
人 員 非 行 率 人 員 非行率 る少年の比率(1，000人おヒり) ( 1，0 [)0人お」り)
一一一一
人 人 % 
昭和29年 94，342 9.0 419.376 8.4 18.4 
3 0 ヲ6，956 ヲ2 437，104 8.6 18.2 
3 1 100.7 5 8 9.3 427，192 8.2 19.1 
3 2 11 4，30 2 10.4 430，255 7.9 21.0 
3 3 124.379 1 1.1 420，893 7.8 22.8 
3 4 139.618 12A 417，455 7.6 25.1 
3 5 147，899 13.7 413，565 7.4 26.3 
3 6 158，884 1 ~.o 422，430 7.3 27.3 
3 7 162，941 ! 13.9 406，925 6.9 28.6 




国の刑法犯による少年の補導人員の延数は，1 6 2，9 4 1人で非行率は 13.9となり，ほぽ少年-;0人
に 1人の割合で刑法犯のため補導を受けていることになる。昭和38年度にはさらに増加し，延数
1 7 4， 3 5 1人，非行率は 14.2となった。成人の件数は社会の安定と ともに横ばいか，またはお少の
傾向にあるのに対し， 少年の非行のみが，ますます増加していくということは，教育的な立場からもゆ
るがせにできない重要な問題といわなければならない。
第2表少年，成人別刑法犯延人員の惟移 r(新潟県) 昭和29 -38年
」ナ一全一一刑一法一犯一一に一一対一一す少 年 成 人
年 度 |非行率 |非行率!人 員 (1，000人bヒり〉 人 員 (1，0 0 0人定たり) る少年の比率
人 人 % 
昭和29年| 1，7 9 1 3.5 !:)，9 9 6 4.2 I 23.0 
3 0 1，6 19 3.2 5，868 4.1 22.0 
3 1 1.88 1 3.7 6，t: 68 4.5 22.5 
3 2 2.047 4.0 る，572 4.6 23.7 
3 3 2，5 2 5.0 6，593 4.8 27.7 
3 4 2.519 4.9 6，400 4.7 28.2 
3 5 3，2 -15 6.2 6，4 33 4.7 33.5 
3 6 3.810 7.3 6，33 4.9 36.5 
3 7 4，242 8.1 7，652 5.6 35.7 


















年 度 特別法犯 ぐ犯〈不良行為を含む) 触 法行為
人 人
33，383人 | 昭和33年 424.258 720，606 
3.4 494.748 790.104 38.848 
3 5 672.7 55 843.168 51.662 
3 6 73 1.4 9 1 798，118 
3 7 835.460 932.188 60.498 
第4表 特別法犯・ぐ犯 ・触法行為補導延人員の推移I (新潟県)
(昭和 33年..，38年)
年 度 特別法犯 ぐ犯〈不良行為を含む) 触 法行為
人 人 人
昭和33年 ス971 2，403 651 
3 4 10，4 0 1 3.390 621 
3 5 12，744 4.573 1.078 
3 6 12.197 4，840 1.252 
3 7 15.040 5.926 1.373 
38 14，249 6.786 1.376 
以上は少年非行の数的増加の状態を，刑法犯とそれ以外の非行に分けて考察したのであるが，両方
を合計した非行少年の延数は，昭和38年度には全問で 1，9 9 1， 0 8 9人に迷し，少年人口 1，000 
人あたり 83.4件の割合で補導されたことになる。とれを 14才以上の者だけについてみるならば，
少年人口 1，00 0人あたり実に 140件という大きな数字になる。山木晴雄氏や徳島県答察木部の調
査によれば，社会に実際に発生した少年の非行は，笹察で補導した件数の3倍ないし 10倍になって
いるというから，実際の非行少年の数は驚くべきものになるであろう。
新潟県においては，昭和37年度に警察の補導を受けた非行少年の延数は， 2 5，2 0 8人で少年人











言ザと竺総 数 殺 人 強;かん 強 盗 窃 盗 暴 行 傷 害
昭和31年 1 0 0，7 58 323 2，0 10 1，998 57，261 5，408 1 1，242 (1 00) (100) (100) (100) (100) (10 0) (1 00) 
3 2 11 4，302 307 2，823 2，173 5q(1 877 7，256 1 3，6 15 
(1 1 3) (95) (140) (1 09) (134) (1 21) 
3 3 124，379 359 4，605 2，348 56，856 呪81 1 15，557 (123) (1 1 1) (229) (11 8) (99) (18 1) (138) 
3 4 139，618 41 5 4，530 2，550 64，4 4 7 1 0，5 7 1 1 6，005 
(139) (128) (225) (128) (1 13) (1 95) (1~1 ー
3 5 147，899 423 4，232 2，646 68.7 79 10.197 1 5.674 
(147) (131) (2 11) (132) (1 20) (189) (139) 
3 6 158.884 440 4，106 2(，31 80 77.542 1 0.534 16(，51 34 
(158) (136) (204) 1 9) (135) (195) 47) 
3 7 162，941 336 3，866 2(，1 6? 83.105 1O(，2 ?64 15(，51 38 (162) (1 04) (1 92) 。η (145) o 3) 38) 
~年~、度~非~極¥ 脅 迫 恐かっ 放 火 詐 欺 横 儀 わいせつ i
昭和31年 587 5(1 51 1408 ) 2(，?1604 0) 1f814001 〕 475 (100) 00) (10 Q_Q_Q2_j 
3 2 (61616 3) 8(，O1 78 54) 
162 9〉
(10 5f，O1707 43 
1f81 8? 
03) 
3 3 798 11.588 183 2，6(??5 1〕 15f800 1) (81826〕!; (136) (22 1) (124) 
3 4 (71956 ) 15(.2475? 7) (1829 8〉 2，5(872 0) 1.4(474 81 f?1 47 99) 
3 5 (8147 4) 15(，62 46 60) 205 7〕(13 2，1(978 4〕 15(711 ) 
ヲ888〕
(20 
3 6 920 15(，2 758 2120 ) 2，1σ12 1) 11(5651 ) 1(02624〉i (157) 62) (14 
3 I 935 14，384 1 54 1，661 900 






下k運芝!総 数!殺 人|強 強τかん十Iiで~ 行~.- I. 傷闘 喰回
昭和29年 | 1，791 2 13! 25 33 i 151 
(1 00) (1 00) (100) (100) (1 00) (1 00) 
一 一一一- (100) 
ー
3 0 1，619 5 1 1 7 27 44 18 1 
(90) (1 50) (85) (28) (169) 
ト__{1_主5主?ー←_ (1 ~り
3 1 1，88 1 2 20 ? 50 13 1 8 1 {工旦む (1 00) (154) σ6) (313) (421) ._ (1_2 g)
3 2 2(，01 47 2 10 5 34 144 188 1 4) (100) (77) (20) (2 1 3) (436) (ー広三L
3 3 2，522 4 23 1 4 5 1 (21 56 232 
(14 1) (200) (177) (56) (319) 1 5) (154) 
3 4 2，519 5 38 13 38 253 220 
(141) 。50) (292) (52) (238) (767) (1 46) 
3 5 3，245 3 26 ? 71 226 1予
(15町 (200) (36) ß_~ 一丘2旦50- (1 26) 
(200) 
1 7 32 i 93 292 3 6 3，810 (213) (131) (1 28) i (581)| (758)1 (193) 
4.2 42 7 1 1 216 ' 21丹
(237) (350) ! (85) (1 24) (450) (62 
4257| 5 15 24 i 55 28 







第7表 ]fIJ法犯少年の年齢別補滋延人員1(全国〉 (昭和33年~3 7年)
1 4才未満 1 4 才~ 15才 1 6才~1 7才 1 a 才~ 1 9才
年 度
員巴Eゑ 十:lEfd fhIL宝 非(1.0行00人率人 人 員 人 員fこり) あたり}一 一
人 人 人
昭和33年| 30，994 2.5 7.5 44.11 4 1 1.2 51，005 15.2 
3 4 37，281 2.9 10.0 47，111 1 2.0 56，610 15.1 
3 5 48，7 8 3 3.6 35，375 11.4 50，558 13.2 6 1.966 16.1 
3 6 57，572 4.5 44，909 I 11.7 51，2 1 7 14.2 62.758 16.1 
3 7 57，808 4.7 60，6 15 12.7 43，0 B 9 13.9 59，237 15.5 
- 6 -
(昭和29年-38年〕 数字は人数， ( )内数字は指数
第 8表刑法犯少年の年齢別補導延人員 は(新潟県) (昭和33年-38年)
1 4才未満 1 4才-15才 1 6..(-1 7才 1 8才-19才
年 度 非行皐 '非行率
ーーー -ー
非行率:
人 員 打、あ、OたDりD入〕 人 員 (T1ζ.00口入あ 人 員 ( 1.日日白人あり〉 た弘一一
人 人 人
昭和 33年 65 1 2.4 L. 32 I 5.2 617 i 7.0 
人 822則刈~非川i'ht.:.行O1リO0J 〕
3 4 621 2.3 442 5.4 694 7.9 9. 
3 5 1，078 3.9 513 6.2 75 1 8.5 903 11. 
3 6 1，252 4.6 752 9. 1 830 9.4 976 12. 
57」1375 5.0 1，1 55 13.9 750 8.5 964 12 




1， 0 0 0人あたり の割合(非行皐)の年次別の推移を見ると (第?表)，低年白色層ほどt曽加が著ーしい
ことがわかる。特に 15才以下の義主主教育年鈴層の増加は著しく ，間和29年当時に比べ約2倍にな
っている。 これに対し，高年防になるに従って噌加の割合は鈍り， 2 0才以上の成人になると逆に減




1 4才未満 1 4才-15才 1 6才-17才 1 8才-19J. 20%-24才年 度 (成人〉
非行Eド 指 数 非行寧 指数 非行率 指数 非行率 指数 非行率 f旨 数
附加29年 2.4 100 6.1 100 8.5 1 00 12.3 100 16.2 100 
3 0 2.2 92 5.8 95 8.8 104 13.1 1 07 17.1 106 
3 1 2.2 92 !:l.6 92 8.9 105 14.0 1 1 4 17.0 105・
3 2 2.4 100 6.7 1 1 0 10.2 120 15.2 1 24 16.3 10 1 
J ヲヲJ 2.5 104 7.5 123 11.2 1 32 15.2 124 17.0 105 
3 4 2.9 121 10.0 164 12.0 1 4 1 15.1 1 23 16.9 104 
3 5 3.6 150 11.4 187 13.2 155 16.1 131 17.0 105 
3 6 4.5 188 11.7 192 14.2 1 67 1 6.1 1 3 1 16.2 100 
3 7 196 .12.7 208 13.9 164 15.5 126 15.4 95 
第 10表 刑法犯年齢男IJ補導人員の非行率，指数の推移1(新潟県) (昭和29年-38年)
1 4才 未 満 1 4才-1 5才 1 6才-17才 1 8才-19才 20才以上(成人〉
4手 度
非行率指 数 非行率 指数 非行率 指数 非行率 指数 非行率 指 数
昭和29年 1.8 100 4.2 100 玉.6 10 U 6.9 100 4.2 100 
， 
3 0 1.0 56 3.1 74 4.4 122 7.3 106 4.1 98 
3 1 2.2 i 22 2.5 60 4.7 1 31 7.9 11tl 4.5 1 07 
3 2 2.6 1 44 2.5 60 5.4 150 8.0 11 6 4.6 110 
3 3 2.4 133 5.2 124 7.0 194 10.3 149 4.8 1 1 4 
3 4 2.3 128 5.4 129 7.9 219 9.6 139 4.7 1 12 
3 5 3.9 2 1 7 6.2 148 8.5 236 11.4 165 4.7 11 2 
3 6 4.6 256 9.4 261 12.3 1 78 4.9 11 7 
3 7・ 5.0 278 13.9 i 331 8.5 236 12.1 175 5.6 133 
























学 生 中 寸~ 生 品 校 生 大 学 生
区 分
非行率人人 員 員 非行率 人 員 非行考E 人 員 非行率
人 人 人 人
汗fJ 法 5日 27 21，55 1 1 1，930 2，5 1 3 
蝕法行為 16，574 1 2，7 0 1 一
ぐ犯行為 76，482 130，885 103，837 4，893 
93，083 6.9 165，137 31.7 1 1 5.7 6 7 38.0 7，406 11.4 
刑 法 5日 1 6 26，347 1 6，7 0 7 3，012 
触法行為 23，958 22，826 一
ぐ犯行為 93，77 2 163，723 128，8 12 6，040 
計 117，746 守.4 21 2，896 36.1 1 45，51 9 45.1 9，052 12.8 
~J 法 5日 12 48，948 20，8 12 3，476 
触法行為 24，201 31，526 一
ぐ犯行為 72，277 220.031 150，683 呪218
計 ?ム490 8.7 300，505 41.0 1 7 1，4 95 52.2 12，694 1 5.2 
注 1. 特別法犯は除いてある。
2. 非行率は在学生 1，00 0人あたりの比率である。(小学生は3年生以上)
第 11表を見ると，全国では昭和 37年における中学生の非行人員は，道路交通法等の特別法関係
を除いても 30 0，5 0 5人で生徒 1，00 0人あたり41件になり，昭和33年に比べ 10件近く増加
している。生徒の手間率の増加が特に嗣著なのは高校生であって，昭和33年の非行率38. 0が昭和





第 12表 在学少年の非行の実態n(新潟県〉 (昭和 33年，35年， 3 7年)
年
分
学 生 中 学 生 r奇 校 生 大 学 生
区
度 人 員 非行率 人 員 非行率 人 員 非行率 人 員 i非行率
日百 人 t 人 人 人
和 ?向 法 38 112 31 
十 触法行為 369 
年 ぐ犯行為
359 525 420 5 
728 2.7 1， 1 2 1 ス5 532 10.0 36 
昭 邦j 法 ~8 235 1 1 
和 j~l~ 法行為 513 
480 985 718 8 
年計 993 3.8 : 1，932 11.5 953 1 6.5 1 9 
tlF土i刑触接法行租為 419 46 
598 
12ぐ犯行為 549 1，439 1，032 : 67 
l年
i 計 1，1 47 : 5.1 3，078 I 15.1 1.45 1 I 23.4 
注 1.特別法犯は除いてある。
2. 非行率は在学生 1，00 0人あたりの比率iである。(小学生は5年生臥上)








(新潟県) E3ムり盟 (昭和38年〉 なり・一般少年は昭和38年には昭和
- 1 0-





































1 00 :可 51










~、持:-----.主別 3 1年 I3 2年 1 3 3年 3 4年 3 5年 1 36年 3 7年 j3 8年区 ~
人 員 243 3 18 369 390 51 3 542 598 638 
小 学生
指 数 1 52 1 60 223 1 00 1 3 1 2 1 1 246 263 
人 員 4 1 5 436 596 539 947 1，306 1，639 1，564 
中学 生 一一 ーー一 一
指 数 100 1日5 144 130 228 ~ 1 5 5守5 377 
句 巴.
人 員 79 1 51 1 1 2 176 235 I 31 0 419 469 
高校生 「ー 『ーーー一一ーートー →-指 数 1 00 i 1 9 1 1 42 223 297 I 392 530 594 、
一一一~ー
600 ~ 一一ー・ 高校生




非行とはグ !)yクェジνィ (De 1 i nquency) の訳語であるが，これは社会における一定の

























































































































































加重失点級 非行をする確率 (10 0につき〉
2 0 0点未満 8.2 
200-249点 37.0 
250-299点 6 3. 5 
300点以上 3 9.2 



















9 1. 8 
6 3. 0 
3 6.5 
1 0.8 
























の参考とするために考案されたもので，第 1に項目法として①早発非行，② 手口類似，@ 就





















































都市郊外の農漁村地帯の中学校 1校 (a) 

























く 1> 形体水準 (Form-Leve 1)の評定値
形体反応には意識的な統制力や自戎の強固さ右投詳しているといわれている。形体反応は










く 4> K e y (キイ〉マイナス




























































① k e yマイナスの出現状況




第 16表 各群別Ke yマイナス出現状況
(数字は人数)
、主1空どイf議。1 2 5 4 5 6 7 8 守 10 1 1 12 計 平均 標準偏差
非 行 主草 5 2 I 17 1 2 8 ι 5 3 。。。。60 4.25 2.13 
(1 互f立L群 8 13 22 7 7 1 
。 。。。。60 
9 18 24 24 19 9 7 I 5 4 。。。。1 20 2.0 8 1.53 
rdt-二ニ1
ウエJレチの方法による両群の分散の差 F = 10 3.0 4 P< 0.0 01 t  ;-:-118 
クエノレチの方法による両群の平均の差 t = 11.30 Pく 0.001 d f=毛9
k e yマイナスの出現と非行との関連 C.R. = 6.58 Pく 0.00 1 
このテス トに現われた ke yマイナスの数と非行の有無の聞に統計的に有意の差があるかどうかを
調べるために，臨界比 (Critic:alRatio C.R.)検定を行なったととろ，危険率0.00 1以
下で有意差があり.K e yマイナスの数と非行の有無の聞には高い関連性があることがわかった。第
1 6表のKeyマイナスの分布を折れ線グラフで表わすと ，左図のようになりKeyマイナス2と5




第 17表 k e yマイナス2以下の群と 5以上の群
とを墳として，無非行群と三間群の二つの山
に分かれていることがわかる。






この表を見ると.k e yマイナス 2以下の
統制良好群に属する者は総数 51名で，その
うち実際に非行のある者は，わずか8名
手議去をk eyマイナス keyマイナス2以下の群 5以上の群 計
( 1 5.8 %)にすぎないが，非行のない者は





非行のない者はわずかに 17名(2 4.6 %) 
にすぎなかった。とのこと から ke yマイナ
非 イ7 群 8 ( 1 5.7) 52 ( 75.4) 60 
無非行群 43 ( 84勾 17 ( 24.6) 60 
計 !51(100) 69(100) 1 20 
x2=283.24 P<O.OOl df=1 
ス出現 3以上と 2以下とで非行者と無非行者とを識別することが可能であることがわかった。
② 形休水線 (F. L .)のマイナス値の出現状況
F.L. マイナスは第 18表のように非行群に属する者の%にあたる 12名の者にだけ現われ，
熊非行訴に属する者には全く出現しなかった。 第 18表の分布についてが検定をした結果，危験






無非行群 1 0 60(山
計 12 (1 00) !10 8 (1 00) 




























i ￥ ¥ 合唱順-応-数』ー 。 3 4 平均 標準備差
12 37 1 1 C 。 60 ! 0.98 0.46 
無 非 行群 14 32 1 2 2 1.03 0.75 
計 26 69 i 23 2 
C.R. = 0.0 1 4 P> 0.10 
M反応の出現は第20表のような分布になった。 M反応と非行の有無の関連について権界比 (C.
R • )検定を行なった結果，危険率は O.1 0よりも大となり両群の聞に有意差が認められなかった。
すなわち，M反応数と非行の有無の聞には関連性がないということがわかった。
以上で集団ロ ノレνャハ ・テストを用いて自己統制ブJを示す指I標といわれている keyマイナス
F.L.マイナス， P反応，M反応について調脊した結果の険定を終ったのであるが， P反応とM
反応は非行との関連性がなく ，F. L .マイ ナスについては関連性は認められたが，非行群に属す
る者のー郊にだけしか出現せず，両群の自己統命Ij)]を比較する因子としては適当でないと思われる
ので除外し，k c yマイナスの出現数によって自己統制力の良否を判定し，統制良好群 (ke yマ
イナス 2以下と統illJ不良群 (ke yマイナス 3以上)に分類した。その結果は前掲第 17表のよう























、z¥f¥社ミ今ヨ辺』しイ、ノノレも- 1-9 10-19 20-79 30-39 4日-4950-59160-日 70-79 計
非 行 1洋 8 8 10 8 1 1 6 2 1 5 60 
無 非行郡 4 2 ヲ 1 0 6 5 ? 5 10 60 
H 12 j 1 9 1 8 j 1 7 1 ! 1 1 
← l 












非行群 45 ( 59.2) 1 5 ( 34.1) 
1m非行宮下 3 1 ( 40.8) 29 ( 65.9) 
76 (100.0) 144 (100.0) 
-一一--一一一_.一一一一一一一ー _.1一一一一一-






























長室己統ilJ力 良ー ( keyマ 不良 (keyマrt; -____ イナス 2以下ヲ イナス 3以上) 計
良 ( 5 0 パ ~-eI)
タイル以 (イ)
2 (ハ) 1 3 1 5 
不良夕，50ノZー セン、) 
イル未満 iロ) 6 (ゴ 3 9 4 5 















タイ (ホ) 2 1 
不良〈50パー セン)




(卜) 8 29 
(チ) P 3 1 
十一一一 一















適応 良統illJ・良適応 良統ftilJ.不良適応 不良統fliJ.良適応 不良統iUIJ・不良適応 計
非行群 (a) 2 (c) 6 le) 13 (g) 39 60 
( 3.3) (1 0.0) (21. 7) (65.0) (1 00) 
無非行群 Ib) 21 (d) 22 (f) 8 (h) 守 60 
(35.0 ) (36.7) (13.3) (15.0) (1 00) 
計 23 28 21 48 120 
ι 
x2 = 44.7 6 Pく 0.01 d f = 3 
① 良い統制i力をもち良い社会適応、の状態にある者 f良統ilJ・良適応詳という)は，非行若手にあ
つてはわずかに 2名 (a)で全非行生徒の 3.3各にすぎないが，無非行群にあっては2 1名
(b)で全無非行生徒の35. 0 %におよんでいる。次にこれを良統制・良適応若手の総数23名
(a+ b)に対する割合について比較してみると，非行生徒は2名8.7%であるのに対し， 無
非行生徒は21名91.3%となっている。 との分布についてが検定の結果が値 15. 7 4 





名 (g+ h)に対する割合について比較してみると，非行生徒は 39名 81. 3 otであるのに対
し，無非行封走はわずかに9名 18. 7婦である。この分布についてzが2 検定の結果 Zが2 値18. 
7 7 Pくり 01 df=1となり4合詰
なネ社土会適応の伏態にある者は非行に陥る危険性が高いという ζ とができる。
① 良い統制力をもち不良な社会適応の状態にある者(良統ilJ・不良適応群という〉は，非行群
では6名 (c)で会非行生徒の 10.0%であり，無非行群では22名 (d)で全無非行生徒の
3 6. 7 otである。これを良統ilJ・不良適応群の総数 28名 (c+ d)に対する割合について比
較してみると，非行出走は6名 21. 4 %であるのに対し，無非行生徒は 22名 78. 6 %である。




では 13名 (e;で全非行生徒の21.7%であり，無非行苦手では8名 (f)で全無非行生徒の
- 25ー
1 3.3 <OJである。 ζれを不良統iljl・j定通応鮮の総数21 ~乞 ( e + f)に対する割合について比
較してみると，非行生徒は 13名61.9%であるのに対し，無非行1:伎は8名38.1%である。




陥る危険性は少なく (非行に陥るチャンス 100につき 8.7)，反対に自己統iljカが不良でその上不良
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